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【日時】平成２５年２月２日（土）１３：００－１６：３０ 

 

【会場】主婦会館プラザエフ 7 階カトレア 



プ ロ グ ラ ム 

 

司会：内閣府大臣官房審議官 小田 克起 

 

１． 来賓の挨拶（１３：００－１３：０５） 

野々山 宏 国民生活センター理事長 
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内容 報告者 

消費者契約法（実体法部分）の見直しに

関する諸課題 

河上 正二 内閣府消費者委員会委員長 

（東京大学大学院法学政治学研究科教授）

契約締結過程に関する規定 
丸山 絵美子 教授 

（名古屋大学大学院法学研究科） 

約款規制 
沖野 眞已 教授 

（東京大学大学院法学政治学研究科） 

不招請勧誘・適合性原則 
角田 美穂子 准教授 

（一橋大学大学院法学研究科） 

不当条項リストの補完 大澤 彩 准教授（法政大学法学部） 

インターネット取引における現状と課題
山田 茂樹 内閣府消費者委員会事務局 

委嘱調査員（司法書士） 

 

３． パネルディスカッション（１４：５０－１６：２５） 

【テーマ】消費者契約法と民法（債権関係）改正 

パ ネ リ ス ト 沖野  眞已  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

北村  純子  弁護士 

佐成   実  東京ガス株式会社総務部法務室長 

丹野 美絵子 全国消費生活相談員協会理事長 

筒井  健夫  法務省大臣官房参事官 

堀井 奈津子 消費者庁消費者制度課長 

コーディネーター 河上  正二  内閣府消費者委員会委員長 

（東京大学大学院法学政治学研究科教授） 

 

４．閉会の挨拶（１６：２５－１６：３０） 

阿南 久 消費者庁長官 
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シンポジウム開催にあたって 

 

 消費者契約法が平成 13 年 4 月に施行されてから、12 年近く経過しようとして

います。これまで、同法は消費者取引の適正化に貢献してきておりますが、相

談や裁判事例が集積され、その課題も指摘されてきております。 

 平成 17 年 4 月に閣議決定された第 1期消費者基本計画では、消費者契約法の

見直しが明記され、平成22年3月に閣議決定された第2期消費者基本計画でも、

同法を「民法（債権関係）改正の議論と連携して検討」すべきものとされてい

ます。 

 これを受け、消費者委員会では、平成 23 年 8 月 26 日に取りまとめた「消費

者契約法の改正に向けた検討についての提言」において、民法（債権関係）改

正の議論と連携しつつ、早急に消費者契約法の改正の検討作業に着手すること

を求めました。消費者委員会では、消費者庁における検討作業の進展に合わせ

て本格的な調査審議を行いうる体制が整うまでの間、論点の整理や選択肢の検

討等の事前準備を行うための「消費者契約法に関する調査作業チーム」を平成

23 年 12 月に設置し、毎月討議を重ねています。 

 本シンポジウムは、当調査作業チームにおける論点整理の中間報告を行うと

ともに、現行の消費者契約法の課題を考え、改正促進の契機にしたいとの思い

で開催するものです。 

 今回のシンポジウムを開催できましたことは、日頃から消費者委員会活動に

御支援いただいている皆さま、本シンポジウム運営に多大なる御協力をいただ

いている皆さま等、たくさんの皆さまの御協力のおかげと感謝申し上げます。 

 消費者委員会の活動に、今後とも御支援・御協力賜りますようよろしくお願

い申し上げます。 

 

平成 25 年 2 月 2 日 

 

内閣府消費者委員会 

委員長  河上 正二 
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